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通信傍受法制の改正に改めて反対し廃案を求める声明 

 

今国会で継続審議中の刑事訴訟法等の一部を改正する法律案（第１８９回国会閣法第４

２号）は、犯罪捜査のための通信傍受に関する法律（通信傍受法＝盗聴法）の改正を含む

ものであるが、この改正は、自由な言論・出版活動を阻害するものであるとともに、そも

そも憲法が保障する「通信の秘密」の下で、通信傍受を厳格な例外規定として定めた同法

の構造を根本的に変容させてしまうものである。 

現行の通信傍受法は、通信傍受そのものが憲法原則に抵触する可能性があるとして、制

定時に大いに議論され、そのギリギリの妥協点として、対象犯罪の罪質の限定や、通信傍

受時の民間立会人制度などの重要な条件を多数規定している。換言すれば、これらの条件

があるからこそ現行の通信傍受法は合憲であると解されていたのである。それにもかかわ

らず、今回の改正は、対象犯罪を大幅に拡大して罪質の制限を廃止し、民間立会人制度を

廃止するなど、これらの条件を事実上撤廃するものである。これは、極めて例外的な場合

にのみ、司法の判断の下で認められていた、いわば限定的な「司法盗聴」を、日常的な警

察の捜査全般に拡大しうる、広範な「行政盗聴」に変更するものであるといわざるをえな

い。前国会において一部字句の修正がなされたものの、その基本的構造はまったく変更さ

れていない。 

したがって、当協会は、この改正案は通信の秘密ひいては表現の自由を侵害するもので

あって違憲と考える。この改正案は、多少の字句修正によって合憲となる余地は全くなく、

直ちに廃案にすべきである。 

参議院においては、この改正案が孕む問題性を十分に認識し、賢明な判断を行うよう強

く求める。 
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